
脱炭素・再エネ拡⼤下の安定供給システム

東京電⼒ホールディングス(株)
経営技術戦略研究所 チーフエコノミスト

⼾⽥ 直樹

公益事業学会政策研究会（電⼒）国際ワークショップ 2021/9/13



現状の安定供給システムに対する評価

l ⽇本の現状は、仕組みとしては「Energy Only Market」
• 限界費⽤による余剰供給⼒の市場供出→競争的な市場を模擬
• 逼迫時の価格スパイクに固定費回収を期待

l 本来「Energy Only Market」と「供給信頼度⽬標必達」は両⽴しないが、⾏政指導に
より両⽴させていた結果、価格スパイクは起こらず市場価格は低値安定。
• 「調達先未定」の多発＝供給能⼒確保義務（電気事業法第2条の12）の形骸化
• 上記⾏政指導が続く限り、スポット依存が得＝リスクヘッジをしたら競争に負ける
• 昨冬の需給逼迫＝kWは⾏政指導で維持も、kWh不⾜から需給逼迫→価格スパイク
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現状の安定供給システムに対する評価

l 『信頼度基準が努⼒⽬標であり、政策⽴案者が⾼い価格と低い信頼度を限られた期間
（例えば、数年）にわたって受け⼊れられる場合には、供給不⾜時価格を持つkWhのみ
市場(注)で⼗分である可能性が⾼い。しかし、もしその信頼度基準が、常に必須の資源の
アデカシーの最低値として定義される場合には、容量メカニズムが必要になる。』

(IEA「電⼒市場のリパワリング」2016年)

l 『電気の特性を考えれば、事業者による電源の調達は、引き続き⾃⼰保有⼜は⻑期相対
契約によるものが中⼼と考えられるが、上記のとおり、卸電⼒取引市場の整備は、これ
らを補完するものである。』

（電気事業分科会答申「今後の望ましい電気事業制度の⾻格について」2003年）
• 震災前︓「獲得した需要に対する事業者の責任＝需要に⾒合う供給⼒を⾃ら保有する

ことまたは⻑期相対契約を通じて確保すること」
• 震災後︓限界費⽤による余剰供給⼒の市場供出により上記が形骸化。

「事業者の責任＝容量市場で決まるkW価値の対価を負担すること」に変化︖
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BG制度は本来効率の点で劣後

l 全⾯プール⽅式︓系統運⽤者が⼀元的に電源等をコントロールし全体最適を⽬指す
l BG⽅式︓発電事業者、⼩売電気事業者に⼀定の役割分担

複数のBGの部分最適＋系統運⽤者によるしわ取り
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電⼒取引制度（BG制度）の課題や各種市場設計の今後の⽅向性

l BG採⽤の理由（私の理解）︓「獲得した需要に対する事業者の責任＝獲得した需要に⾒
合う供給⼒を⾃ら保有することまたは⻑期相対契約を通じて確保すること」と整合
• 上記は、限界費⽤による余剰供給⼒の市場供出により形骸化。
• 容量市場導⼊後は、「事業者の責任＝容量市場で決まるkW価値の対価を負担するこ

と」に変化するのでは。

l BG⽅式にこだわる理由は消滅しているのではないか︖
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脱炭素を⽬指す中での安定供給システムのあり⽅

l カーボンニュートラル宣⾔に伴い、電源投資環境は悪化。
• 電化の進展で電⼒需要の増加が⾒込まれるとしながら、本当に増加するか不透明。
• 電源ミックスを構成する技術の多くがまだ実装に⾄っていない、あるいは実装はされ

ていても⾃⽴に⾄っていない。→政策補助の強度が投資リスクに⼤きく影響
• 電⼒システムが今以上に固定費中⼼のコスト構造になる。

l そもそも発電分野は競争領域でよかったか。
• 「現在では個々の発電所の発電能⼒に⽐べて需要規模が⼗分に⼤きいため、発電に関

しては規模の経済がなくなっている。その１つの原因は、ガスタービン発電などに
よって⼩規模でも安く発電ができる技術進歩が起きたことであり、もう１つの原因
は、多くの国で単に電⼒需要が増加し続けたため、個々の発電所の⽣産規模に⽐べて
電⼒市場が⼤きくなったことによる。このため多くの発電事業者が競争的に電⼒供給
に参加できる環境が整った。」 （⼋⽥「電⼒競争市場の基本構造」）

• 「発電分野で多数のプレイヤーが競争することを想定している送電線開放モデルは、
⽇本の電⼒システムに求められる条件と両⽴しにくい。その条件とは ①安定供給に
必要⼗分な⼀定の冗⻑性を持った供給⼒の確保、②国際エネルギー市場で伍していけ
る購買⼒の形成、③電源の多様化によるリスク分散」（⼾⽥による要約）

（澤「電⼒システム改⾰ ⼩売りサービス多様化モデル」）
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(参考)Net Zero Emissionを達成した世界の電気事業のコスト構造

l 2050年のコスト構造
• 資本費が80％、燃料費＋炭素価格で5％
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出所︓IEA” Net Zero by 2050  A Roadmap for the Global Energy Sector”



⼩売りサービス多様化モデル（澤による）

l 発電・卸売を送配電網と同様にすべての⼩売電気事業者ひいてはすべての需要家が⽀え
る共通インフラと位置付ける

l これにより、⽇本のエネルギーセキュリティに資する規模の経済を確保
l 将来に向けて必要な供給⼒は公的機関（系統運⽤者等）が量を⼀元的に定め、⼀元的に
電源⼊札などを⽤いて調達

l すべての⼩売電気事業者が
同⼀の条件で卸電⼒を調達
することになるので、
⼩売分野の競争は価格競争
ではなく、サービス競争に
なる
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